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政策評価に関する有識者会議 開催要項 

 

平 成 １ ５ 年 ９ 月               

厚生労働省政策統括官決定 

平 成 １ ８ 年 ２ 月 改 正               

平 成 ２ ０ 年 ２ 月 改 正               

平 成 ２ ３ 年 ３ 月 改 正               

１ 趣旨 

 

政策評価については、行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成１３年法律第８６                                           

号。以下「政策評価法」という。）や「政策評価に関する基本方針」（平成１３年１２

月２８日閣議決定）において、学識経験を有する者の知見を活用することが求められて

いる。これらを踏まえ、厚生労働省が行う政策評価の客観性及び有効性を高めることを

目的として、専門家の参集を求め、政策評価に関する助言等を得るため、「政策評価に

関する有識者会議」（以下「会議」という。）を開催することとする。 

 

２ 検討事項 

  会議においては次に掲げる事項を中心として検討を行う。 

  ① 厚生労働行政に係る政策評価手法等について 

  ② 厚生労働省の政策評価体制について 

  ③ 特定のテーマごとの政策評価の手法について 

  ④ その他 

 

３ 会議の運営 

 （１）会議は、政策統括官が学者、研究者等の参集を求めて開催する。なお、会議の参

集者は、厚生労働省における政策評価に関する基本計画の期間を参考に定期的に見

直すものとする。  

（２）２に掲げる検討事項のうち、専門の事項を調査するため必要があるときは、ワー 

キンググループを編成することができる。また、ワーキンググループにおいては、 

政策統括官は、必要に応じ、会議の参集者以外の者の参集を求めることができる。 

 （３）会議は、その定めるところにより、ワーキンググループの意見をもって会議の意

見とすることができる。 

 （４）会議は、特に非公開とする旨の申し合わせを行った場合を除き、公開とする。 

 （５）会議の庶務は、関係部局の協力を得て、厚生労働省政策統括官付政策評価官室に

おいて行う。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



評価書の活用・向上のためのワーキンググループの編成について 

 

１ 趣旨 

 「政策評価に関する有識者会議開催要項」の３の（２）の規定に基づき、政策評価に

関する有識者会議の参集者の協力を得て、個別の評価書の評価手法等の妥当性の

検証を行うために、「労働・子育てワーキンググループ」（以下「労働・子育て WG」とい

う）、「医療・衛生ワーキンググループ」（以下「医療・衛生 WG」という）、「福祉・年金ワ

ーキンググループ」（「福祉・年金 WG」という）を編成する。 

 

２ 各 WGの担当分野 

労働・子育て WG は主に労働・子育て分野を、医療・衛生 WG は主に医療・衛生分

野を、福祉・年金 WGは主に福祉・年金分野を担当する。 

 

３ 検討事項 

各 WGにおいては、次に掲げる事項を中心に議論する。 

① 評価項目、指標の設定等、評価設計の妥当性について 

② データの解釈、外部要因の解釈等、解釈の妥当性について 

③ 外部からの検証可能性について 

④ その他評価の妥当性について 

 

４ 各 WGの運営 

（１） 各 WG は、特に非公開とする旨の申し合わせを行った場合を除き、原則公開

とする。 

（２） 各 WGの庶務は、厚生労働省政策統括官付政策評価官室において行う。 

  

 



厚生労働省における政策評価に関する基本計画（第３期） 

（平成２４年３月３０日厚生労働大臣決定）（抄） 

 

 

第８ 学識経験を有する者の知見の活用に関する事項 

１ 学識経験者等の知見の活用に関する基本的な考え方 

政策評価の実施に当たって、客観性の確保や多様な意見の反映を図るため、以下の

方法等により、学識経験者等の高度の専門性や実践的な知見の活用等を積極的に図る

とともに、その活用の状況等を評価書に明記するよう努めることとする。 

① 学識経験者等からの個別の意見聴取 

② 学識経験者等により構成される検討会、研究会等の開催 

③ 既存の審議会の活用 

④ 外部研究機関等の活用 

  

２ 政策評価に関する有識者会議 

当省における政策評価制度、評価方法等について、改善・向上を図るとともに、評

価書等に対する評価の客観的かつ厳格な実施を確保するため、有識者からなる「政策

評価に関する有識者会議」（以下「有識者会議」という。）を設置し、以下の事項に

ついて、有識者会議の意見等を聴くこととする。また、有識者会議の構成及び運営に

関し必要な事項については、別に定める。 

イ 当省における政策評価に関する基本計画、実施計画の策定又は変更 

ロ 作成した評価書等 

  ハ その他政策評価に関する基本的事項の変更等 

 

第１１ 政策評価の実施体制に関する事項 

１ 政策評価の担当組織 

個別の政策の担当部局、査定課及び政策評価官室が、次のような役割分担の下、互

いに協力、連携をしつつ、政策評価を実施するものとする。 

 

（３）政策評価官室は、以下の事務を行う。 

① 当省における政策評価に関する基本計画、実施計画などの政策評価に関する基

本的事項の企画・立案 

② 当省における政策評価に関する基本計画、実施計画、政策体系の指標のモニタ

リング結果、評価書等及び政策評価の結果の政策への反映状況の取りまとめ並び

に公表 

③ 評価手法の調査、研究及び開発の推進 

④ 政策評価を担当する職員の技能向上の推進 

⑤ 政策評価に関する情報提供及び助言等を通じた関係部局への支援 

⑥ 有識者会議に関する庶務 

 

３ 政策評価に関する有識者会議（再掲） 

当省における政策評価制度、評価方法等について改善・向上を図るとともに、評価

書等に関する評価の客観的かつ厳格な実施を確保するため、有識者会議を設け、政策

評価制度に関する基本的事項や具体的な評価方法、作成した評価書等について意見等

を聴取する。 


